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種類 

内容 

固定資産の棚卸差損、紛失損失 
 

（金額＝帳簿純価値－賠償） 

固定資産廃棄除却・毀損損失 
 

（金額＝帳簿純価値－残存価値－賠償） 

固定資産の盗難被害 
 

（金額＝帳簿純価値－賠償） 

必 
 
要 
 
な 
 
確 
 
認 
 
資 
 
料 

 
（一）企業内部の責任認定と消し込み
資料 

 
（一）固定資産の税金計算の基礎関連資
料 

 
（一）固定資産の税金計算の基
礎関連資料 

 
（二）固定資産棚卸表 

 
（二）企業内部の責任認定と消し込み資料 

 
（二）公安機関の通報記録、公
安機関の立件、解決、結審の証

明資料、 

 
（三）固定資産の税金計算の基礎関
連資料 

 
（三）企業内部の関係部門が発行する鑑
定資料 

 
（三）責任賠償に関わる場合、賠
償責任の認定及び賠償状況の

説明などが必要 

 
（四）固定資産の棚卸差損、紛失状況
の説明 

 
（四）責任賠償に関わる場合、賠償の説明
が必要 

 
（五）損失金額が大きい場合、納税者
は税務調査用のために、自主的に法
定代表者、主要責任者と財務責任者
が署名する損失証明を書面式で社内
で作成、保管する。 

 
五）損失金額が大きい又は自然災害など
の不可抗力原因により固定資産が毀損さ
れ、廃棄された場合、納税者は自主的に
法定代表者、主要責任者及び財務責任者
が捺印、署名する損失証明を書面式で作
成、保管する。 

固定資産損失に関する企業所得税の損金算入に計上する必要書類 

固定资产损失企业所得税税前扣除需要留存哪些材料 



個人所得税確定申告に関する保管書類、資料 

个人所得税汇算清缴后的留存保管资料 

    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● ● ● 

纳税人 2022 年度汇算的相关资料，留

存期限应为自 2023年 7月 1日至

2028年 6月 30日。 

● ● ● 

 

 

 

個人所得税確定申告の規定、政策により 

 

納税者は確認申告を行い、個人所得税年度の自己申告表を適用する時、 

下記の事項がある場合、 

① 本人の関連の基礎情報を修正 

② 新たな控除項目あるいは税収優遇項目を享受する 

規定によって関連情報を一緒に申告しなければなりません。 

納税者は、記入情報の真実性、正確性、完全性であることを確認する必要が 

あります。 

 

納税者、源泉徴収の会社が、それぞれの特別付加控除、税収優遇の資料など 

の確定申告の関連資料を確定申告締切日日から 5年間を保管しなければなり 

ません。 

 

持株インセンティブ（中国国内企業が国外企業の持ち株を標的にして従業員持株イ

ンセンティブを含む)、職務の科学技術の成果はを現金で奨励する企業は関連の規

定によって報告、登録しなければなりません。 

2022年度の個人所得税確定申告

の関連資料は、保管期間が 2023

年 7月 1日から 2028年 6月 30日

までとなります。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 条件を満たす公益寄付金の保管資料 

 

公益性の社会組織、国家机関が個人寄付を受ける時、規

定によって寄付の領収書を発行すべきです。 

行政機関、企業による従業員団体の公益寄付金を行う場

合、納税者はまとめて発行した領収書と社員控除明細で控

除の保管資料となります。 

個人が自らの寄付あるいは源泉徴収義務者が個人のために

公益寄付金の控除を行う時、申告用の『個人所得税の公

益事業の寄付控除の明細』を申告しなければなりません。 

個人は寄付金の証憑を 5 年間で保管しなければなりません。 

 

〇 個人養老金の保管資料‘ 

納税者の個人年金の納付証明書などが残っています。 

 

〇 申告の保管資料 

年度確定申告表及び納税者の総合所得の収入、控除、納

付済の税金伝票または税収優遇の資料 

 

 

〇 個人所得税の付加控除に関する保管資料 

 

1. 子供の教育 

お子さんが国外で教育を受ける場合、国外学校の合格

通知書、留学ビザなどの国外教育の証明資料 

2． 継続教育 

技術職業資格の継続教育、専門技術者の職業資格の

継続教育を受ける関連証明書 

3． 重大病気の医療 

重大な病気の患者の治療、医療保険の清算領収書の

原本あるいはコピー、あるいは医療保障部門が発行し

た納税年度の医薬費リストなどの資料 

4． 住宅ローンの金利 

住宅ローンの契約書、ローン返済支出などの資料を残

すことは必要です。 

5．  住宅賃貸料: 

住宅賃貸契約や協議などの資料 

6．  両親の扶養: 

控除額の分配に関する約束あるいは協議書などの書

類 

7. 3 歳以下の子供の介護 

子供の出産証明書など 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

税务社会共治点：Ⅰ类Ⅱ类和Ⅲ类 

 以经济适用、效率优先为原则，结合税
法宣传、办税服务、纳税咨询、权益保
护和政务服务等五大方面的服务功能分
级部署。其中，Ⅰ类共治点业务相对场
地较大，服务内容较全。 

税務税収の環境をさらに最適化し、社会共同管理のために、上海市税務局は積極的に

15分間の税サービスエリアを構築します。ほかの政府部門、社会機構と共に「税務社会

共同統治点」を建設し、オンラインとオフラインの集約化、知能化サービスモデルを通じて、

納税者のに多様なサービス措置とルートを提供します。 

「税務社会共治点」：I類＆II類＆III類 

用途＆目的 

経済適用、効率優先を原則として、税法の宣伝、税金サービス、納税コンサルティング、権

益保護と政務サービスなど五つの方面のサービス機能を結合して等級する。その中で、I類

共治の業務場所が大きく、サービス内容が比較的にそろっています。 

 

① 「国家税務総局上海市税務局」ウェブサイ 

トに登録する 

② ページ右下の「税務マップ」をクリックする 

③ 区域、サービス場所を選択して検索する 

 


